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第  １9  期     　貸    借    対    照    表

（平成１４年３月３１日現在）
（単位：千円）

科     目 金     額 科     目 金     額

（資産の部） （負債の部）
流  動  資  産 9,936,957 流  動  負  債 7,657,738
現 金 お よ び 預 金 354,430 買 掛 金 2,925,956
受 取 手 形 101,629 短 期 借 入 金 660,000
売 掛 金 7,996,854 未 払 金 1,247,274
仕 掛 品 746,085 未 払 費 用 1,581,280
貯 蔵 品 278,865 未 払 法 人 税 等 540,017
繰 延 税 金 資 産 427,000 未 払 消 費 税 等 315,580
そ の 他 の 流 動 資 産 45,092 前 受 金 300,322
貸 倒 引 当 金 △13,000 預 り 金 52,686

固  定  資  産 5,211,806 そ の 他 の 流 動 負 債 34,620
有形固定資産 2,196,126 固  定  負  債 1,048,765
建 物 1,698,895 長 期 借 入 金 240,000
機 械 装 置 101 退 職 給 付 引 当 金 808,765
車 両 運 搬 具 68 負　債　合　計 8,706,503
器 具 お よ び 備 品 57,201
土 地 439,858 （資本の部）
無形固定資産 1,139,727 資    本    金 1,390,957
営 業 権 54,450 法 定 準 備 金 2,027,035
特 許 権 53 資 本 準 備 金 1,959,235
商 標 権 1,158 利 益 準 備 金 67,800
ソ フ ト ウ ェ ア 936,390 △236,725
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 92,307 剰    余    金 3,258,668
電気通信施設利用権 33,991 別 途 積 立 金 2,160,000
電 話 加 入 権 21,376 当 期 未 処 分 利 益 1,098,668
投   資   等 1,875,953  （うち当期利益） (872,602)
投 資 有 価 証 券 585,500 2,324
長 期 前 払 費 用 529,852 その他有価証券評価差額金 2,324
繰 延 税 金 資 産 215,324

土 地 再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 資 産

170,719

敷 金 ・ 保 証 金 284,363
会 員 権 167,892
そ の 他 の 投 資 等 27,182
貸 倒 引 当 金 △104,880 資　本　合　計 6,442,260
資　産　合　計 15,148,764 負債および資本合計 15,148,764

(注) 金額表示については、千円未満の端数を切り捨てております。

評 価 差 額 金

再 評 価 差 額 金
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第１９期   損    益    計    算    書

平成13年4月  1日から
平成14年3月31日まで

（単位：千円）

科       目 金          額

（経常損益の部）

営業損益の部

営業収益

売上高 30,698,630

営業費用

売上原価 25,611,310

販売費および一般管理費 3,431,547 29,042,857

営業利益 1,655,772

営業外損益の部

営業外収益

受取利息および配当金 934

その他の営業外収益 56,222 57,156

営業外費用

支払利息 14,963

その他の営業外費用 83,048 98,012

経常利益 1,614,916

（特別損益の部）

特別利益

貸倒引当金戻入益 1,397

特別損失

会員権評価損 17,711

税引前当期利益 1,598,602

法人税、住民税および事業税 904,000

法人税等調整額 △178,000

当期利益 872,602

前期繰越利益 226,066

当期未処分利益 1,098,668

(注) 金額表示については、千円未満の端数を切り捨てております。
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注記事項

１．重要な会計方針

（1）資産の評価基準および評価方法
有価証券　
その他有価証券
　時価のあるもの　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法
　　（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　時価のないもの　　移動平均法による原価法

棚卸資産　　個別法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
有形固定資産　　定率法
無形固定資産　　定額法
長期前払費用　　均等償却
　ただし、無形固定資産のソフトウェアのうち自社利用分については社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法によっております。また、市場販売目的のソフトウェ
アについては販売可能な見込み有効期間（３年内）に基づく定額法によっております。

（3）引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込
額に基づき計上しております。

（4）消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．貸借対照表関係
（1）支配株主に対する短期金銭債権 1,737,738 千円
　　 支配株主に対する短期金銭債務 308,658 千円
（2）有形固定資産の減価償却累計額 1,409,080 千円

（3）「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再
　評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基
　づき、事業用土地について再評価を行っております。
　　再評価差額のうち税効果相当額を固定資産の部「土地再評価に係る繰延税金資産」に
　計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。
　・再評価の方法
　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条
　　第３号に基づいております。
　・再評価を行った日 平成14年3月31日
　・再評価前の土地帳簿価額 847,302 千円
　・再評価後の土地帳簿価額 439,858 千円

（4）貸借対照表に計上した固定資産のほか電子計算機本体および周辺機器については、リ
　　 ース契約またはレンタル契約により使用しております。
（5）１株当たりの当期利益 11,111 円71銭
（6）商法第290条第1項第6号に規定する純資産額 2,324 千円

３．損益計算書関係
（1）支配株主に対する売上高 12,467,075 千円
（2）支配株主からの仕入高 14,762 千円
（3）研究開発費の総額 124,615 千円
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